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ふれあい情報 
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2014年 3月 3日(月) 第150号 

社会保障制度の実現に向けて 退職者連合が院内集会を開催 

同行頂き、厚生労働省要請を実施した。厚生労働省
に対する自治体の意見では「介護保険制度の信頼感
を損ねることのないよう慎重な対応を求める」「自治
体に受け皿がない」「介護サービスに格差が生じる可
能性がある」「従前の予防給付を賄えるだけの財政措 
置に不安がある」などが出されている。 

 退職者連合は、2月 20日午前 10時から東京・永田町の参議院議員会館

１階講堂で社会保障制度要求実現に向け「介護保険制度の充実を求める

2.20 院内集会」を開催しました。集会には、前日に開かれた組織代表者

会議に参加した地方退職者連合の代表も加えて 275人が参加。連合、民主

党、社民党の各代表者から激励あいさつを受けました。参加者は、介護保

険制度改悪阻止に向け、闘うことを誓い合うとともに「安心して老年期を

迎えることのできる国づくり」を目指すとの集会決議を採択しました。 

介護保険制度の 
充実を求める 

 

 厚労省が、介護予防給付を介護保

険制度から切り離して、市町村の地

域支援事業に移管させる見直し法

案を国会に提出したことについて、

主催者あいさつで阿部保吉会長は、

「介護の要支援打ち切りは認めな

い」として撤回を求め厚生労働省と

民主党要請を実施したことを報告。

今後、連合とも連携して闘いをさら

に継続していくとの決意を述べま

した（発言要旨は別掲参照）。また

激励あいさつの中でも政府への怒

りの表明が相次ぎました。講演では

連合の平川則男生活福祉局長が、介

護保険制度改革をテーマに介護予

防給付の見直しの問題点を指摘。①

社会保険制度の原理を逸脱する②

サービスに地域格差が出る③サー

ビス水準が低下するとした連合の

考えを示しました。 

 
 
また要支援認定者は、どの程度の負担で、どの程

度のサービスを受けられるかは市町村の裁量によ
るので不安が生ずること、同時に被保険者の権利侵
害にもなりかねない事案であり、私は「撤回すべき
だ」と申し入れた。 
これに対し老健局長からは、「自治体からの意見

は届いている。また、地域の体制が整備されるまで
は、サービスのばらつきも予想されるが、早期に地
域における体制を整備する。しかし、介護保険への
財源確保のためには、今回の制度改正は避けて通れ
ない」との回答があったが、何のための消費税引き
上げなのかを忘れたかのような答弁を繰り返すに
とどまった。こうした経過にもとづき、退職者連合
は、2 月 13 日、民主党に対し要支援打ち切り撤回
の要請を行った。今後とも連合とも提携し、継続し
て取り組むことを申し上げたい。 

 

阿部会長あいさつ（要旨） 

要支援打ち切りは撤回すべき 

 
今国会に法案が提出される介護

要支援の打ち切りについては、地
方退職者連合に自治体要請をお願
いした。都道府県退職者連合の取
り組みに敬意を表したい。 
退職者連合は、2月 12日、本日

ご出席の山井和則衆議院議員にご 
阿部保吉会長 

サービス低下と地域格差をもたらす自治体移管 

参加者は改悪阻止にむけ奮闘を誓
い合った（20日、参議院議員会館） 
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退職者連合２・２０集会決議 

社会保障制度が揺らいでいます。昨年夏に発表された社会保障制度改革国民会議の報告書は、その

最大の原因は「少子・高齢化」にあるとしています。しかしその背景にはもうひとつ、見落としてならないこ

とがあります。    

それは、労働法制の緩和・改悪による雇用秩序の崩壊と、それによって低賃金労働者が激増している

ことであります。むしろそのことこそが少子・高齢化を急伸させ、社会保障財政のみならず、国と地方の税

収をも圧迫している最大の要因といっても過言ではありません。 

人口の高齢化が進めば、年金・医療・介護などの費用がかさむのは当然です。しかし政府・与党は、雇

用秩序の回復をなおざりにしたまま、介護予防給付の事実上の打ち切りを画策するなど、各種保障給付

の切り下げと、高齢者への負担増によって収支のバランスをとることに腐心しています。 

このままでは、安定した仕事に就けない若者はさらに増え続け、税金や社会保険料は上がっても、そ

れに見合うだけの賃金の上昇は見込めない。雇用が安定しない、賃金が上がらない、だから将来の見通

しが立たない。そのため結婚出来ない若者や、子供を産みたくても産めない世帯、住む家さえままならな

い人たちが増え続けています。昨年１０月の生活保護受給者は全国で１５９万５０００世帯・２１６万５０００

人で過去最高記録を更新し続け、貧困層が確実に拡大・定着してきていることを如実に物語っています。

その結果行き着く先は、社会に参加できない人、排除される層が構造的に再生産される社会であり、世

界一の長寿国などと威張ってみても、多くの勤労国民にとっては親の長寿も自分の長寿も素直に喜べな

い、そんな悲しい国になってしまうのかも知れません。  

働くことを通して一つの社会的役割を終え、余生を生きる高齢者の姿は、人間としての尊厳にかかわ

る問題であります。国の政策運営の誤りで今日ほど労働者が粗末に扱われ、高齢者の不安が募ってい

る時代はありません。 

国が今なすべきことは、確かな社会保障を将来世代に伝えるために、何よりもまずズタズタにされた雇

用秩序を回復し、すべての国民が安心して老年期を迎えることのできる国づくりであります。 

退職者連合は、そのために仲間を増やし、運動の輪を広げ、連合と手を携えて闘い進んで行きます。

以上決議します。                                        ２０１４年２月２０日 

日本高齢・退職者団体連合政策・制度要求実現集会

実 

本来の税と社会保
障の一体改革にな
るように取り組んで
いきたい。 

問題点の解決を求
めて国会対応して
いく。安心と信頼の
医療に向けて取り
組んでいきたい。 

今回の改悪は、何とし

ても阻止していかな

ければならない。 

連合副事務局長 
高橋 睦子氏 

民主党厚労部門会議座長 
山井 和則衆議院議員 

社民党党首 
吉田 忠智参議院議員 

連合 
生活福祉局長 
平川 則男氏 

要支援切りを阻止し
ていきたい。日本で
高齢者が長生きして
良かったという社会
を作りたい。 

介護と医療が
一括の法案で
出されており政
府のやり方は
ズルイ。介護
保険がつぶれ
たら大変だ。持
続可能性のあ
る制度にして
行きたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

民主党厚労部門会議副座長 
津田 弥太郎参議院議員 

会場は参加者の熱気

にあふれた。（20 日、

参議院議員会館） 
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                阿部会長と神津事務局長のあいさつ（要旨） 

 

 

 

                                 

                                                                 

 

 

 

 

 

                                                                                           

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織拡大で現退対話の継続確認 
 

 

 退職者連合は2月19日午

後1時30分から、都内・千代

田区内にあるホテルルポー

ル麹町で2013年度の前半に

おける運動の総括と本年7

月の第18回定期総会までの

後半に向けた取り組につい

て検討するため、第2回組織

代表者会議を開きました。

会議には、退職者連合の中

央・地方の代表、役員・幹

事など103人が出席。連合の

神津里季生事務局長があい

さつをのべました。退職者

連合の組織代表者会議で連

合事務局長からあいさつを

いただくのは退職者連合結

成後、初めてのことです。 

 また会議には連合の小川

裕康副事務局長、山根木晴

久総合組織局長も出席し、

阿部会長が紹介しました。 

▲会議の冒頭、主催者を代表してあいさつする阿部保吉会長（写真中央。2月 19日） 

 

阿部 保吉会長 

 具体的な組織拡大へ 
 

退職者連合は、昨年 9 月 16

日の組織代表者会議以降、①地

方退職者連合では、介護の要支

援打ち切りを撤回するよう自治

体に要請し、政府に申達させる

取り組み②中央・地方の取り組

みとして、特定秘密保護法の撤

回を求める団体署名の取組みを

行ってきた。特定秘密保護法に

対する団体署名は、2月 13日、

2617団体の署名を集約し、民主

党・海江田代表に要請のうえ民

主党を通して政府に提出する。 

本代表者会議は、組織拡大の

取り組みの中間的な総括と、今

後の取り組みの意思統一を図る

任務がある。組織拡大に向けて

の体制つくりと現・退対話活動

の取り組みから具体的な組織拡

大へと進展させる必要がある。 

 

 

 

 

 神津里季生事務局長 

   現役との連携を 
  

足もとで取り組んでいる事柄

について３つに絞って話したい。 

 連合は今、春闘・ﾜｰｸﾙｰﾙ・組織

拡大に取り組んでいる。春闘は 3

月 12 日の第１のゾーンに向けて

交渉を展開している。安倍首相が

いろいろ言っているが、労使自治

であり、決めるのは労使だ。今年

は月例賃金の引き上げにこだわ

っていきたい。とくに底上げ、下

支えにこだわっていく。非正規へ

の成果配分や中小企業で働く

人々の支えなくしては、経済の好

循環につながらない。２つ目のﾜ

ｰｸﾙｰﾙでは雇用・労働法制の改悪

反対で世論を巻き起こして闘っ

ていきたい。歯を食いしばってが

んばらなければならない。退職者

連合のみなさんには現役との連

携をお願いしたい。 

 

 

 

  ＜第２回組織代表者会議次第＞ 

１．開  会   

２．会長あいさつ     

３．連合代表あいさつ    

４．連合役員紹介 

５．報告事項                   

（１）組織拡大に関する「現退対話活

動」の集約及び取組結果について   

（２）組織実態調査について      

（３）介護保険制度改革に向けた運動

状況の集約結果について  

（４）特定秘密保護法廃止を求める団

体署名の結果と取り扱いについて 

（５）「連合・東北子ども応援わんぱく

プロジェクト」への参加について 

（６）低所得高齢単身女性問題に関

する勉強会の開催について 

６．協議事項 

（１）今後の組織強化・拡大への取り

組みについて  

（２）介護保険制度改革に向けての取

り組みについて  

７・閉  会  

連合の「被災地の子ども支援プロジｴクト」参加を決定 
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＜報告関係＞    

現退対話の中間まとめ 

 （実施報告）中央 17組織  

         地方 32組織 

昨年 3 月にスタートした現退

対話行動は、この日で実施状況の

中間まとめを行いました。 

 その結果、未実施・未報告が中

央で 8 組織、地方退職者連合で

15 組織ありました。会議では、

再度、実施の意義について確認す

るとともに、未実施組織は本年 9

月 15日までに取り組むことなど

を確認しました。 

 ４組織から報告受ける 

 中間まとめにあたり、以下の４

組織から組織拡大の取り組み報

告がありました。 

①長崎県退職者団体連合の川村

力会長から「体制づくりとターゲ

ットの設定」について②山口県高

齢・退職者団体連合の升田正通会

長から「旧地協役員を軸に地域で

の取り組み体制の構築」について

③林野関連退職者の会の高畑次

穂副会長から「林野の退職者組織

における強化と拡大」について④

徳島県高齢・退職者団体連合の小

笠原幸雄会長からは地域での組

織拡大の実績報告がありました。 

◇    ◇ 

介護保険制度改革に向け

た運動状況の集約結果 
 

 昨年 9月 16日以降、地方退職

者連合を中心に都道府県への要

請行動は、2 月 10 日現在で合計

34 都道府県にのぼり、市区町村

要請では 15府県 140市区町村と

なりました。 

◇    ◇ 

 特定秘密保護の廃止を求

める団体署名の集約結果 

 2月 13日現在、2,617団体から 

署名が寄せられました。詳細は、 

2月 14日付けの「ふれあい情報・ 

速報版」をご参照ください。 

◇    ◇ 

「連合・東北子ども応援わん

ぱくプロジェクト」への参加 

1 月に開催された連合第４回

中央執行委員会は、｢3.11大震災

を風化させない｣との強い思いを

込め、全国の構成組織および地方

連合会全体で被災地を支え、絆を

つなぐ運動を展開することを以

下の通り決め、退職者連合にもプ

ロジェクト実行委員会への参加

が呼びかけられました。連合は

3.11 大震災に対して寄せられた

カンパ金から、「災害の一番の弱

者は子ども」との認識に立ち、1

億 5千万円を「あしなが育英会」

を通じて 2011年 10月、被災遺児

に寄付しました。その精神を大切

にし、震災で傷ついた子どもたち

に、夢や希望を持ってもらうこと

をねらいとしています。実施内容 

は東北 3 県(岩手・宮城・福島)

の被災した子どもたちを、全国の

地方連合会へ輪番で受け入れ、受

入先地元の特色を表した諸行事

(海遊び、山遊び、川遊び、名所

旧跡見学、施設見学など)に加え、

連合加盟組合の職場見学等を実

施し、さらに労働組合や防災につ

いて、遊びながら学ぶことにして

います。また、受入側の子どもた

ちとの交流を通じて“絆”を深め、

その受入側の子どもたちに東北

3県を訪問してもらい、震災を風

化させず、自然災害への防災の意

義を学んでもらいます。 

○開催時期： 2014年 7～11月 

○募集人数：、被災した小学校４

～６年の子どもたち各 40人 

○運営は実行委員会があたる。 

○実行委員会の構成 

①構成組織：7組織 

②地方連合会：13 組織（岩手、

宮城、福島、神奈川、北海道、青

森、東京、愛知、富山、大阪、広

島、香川、福岡）③青年活動委員

会メンバー④退職者連合⑤ＮＰ

Ｏ・ＮＧＯ団体(語り部、復興関

連団体等) 

＜協議関係＞ 

（１）組織強化・拡大の取り組み 

 組織強化委員会の和田正委員 

長（副会長・ＵＡゼンセンシニア 

友の会）の以下の提起を確認し 

ました。①アクションプランの具 

体化②組織拡大推進体制の確立 

③現退対話行動の推進。 

（２）介護保険制度改革の取り組

み関係 

 今回の地方での要請行動は、こ

の集約で一応のまとめとし、本年

4月以降、国会の動きを見ながら 

新たな闘いも構築しつつ、取り組

んで行くこととします。 

 


